
 

 議第５号 

 

 

                 東濃看護専門学校の廃止認可について 

 

 

 東濃西部広域行政事務組合管理者から申請のありました標記の件について、

学校教育法第１３０条に基づき、申請のとおり認可するものとする。 

 

 

  令和６年１２月２５日提出 

 

             岐阜県教育委員会 

 

                              教 育 長   堀  貴 雄 

 

 

   （提案理由） 

       東濃西部広域行政事務組合議会において東濃看護専門学校の設置及び

管理に関する条例の廃止が可決され、管理者より同校の廃止認可申請書

が提出されたことによる。 
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＜根拠法令＞ 

 学校教育法 

第１３０条 国又は都道府県（都道府県が単独で又は他の地方公共団

体と共同して設立する公立大学法人を含む。）が設置する専修学校

を除くほか、専修学校の設置廃止（高等課程、専門課程又は一般課

程の設置廃止を含む。）、設置者の変更及び目的の変更は、市町村

の設置する専修学校にあつては都道府県の教育委員会、私立の専修

学校にあつては都道府県知事の認可を受けなければならない。 

２ 都道府県の教育委員会又は都道府県知事は、専修学校の設置（高

等課程、専門課程又は一般課程の設置を含む。）の認可の申請があ

つたときは、申請の内容が第百二十四条、第百二十五条及び前三条

の基準に適合するかどうかを審査した上で、認可に関する処分をし

なければならない。 

３ 前項の規定は、専修学校の設置者の変更及び目的の変更の認可の

申請があつた場合について準用する。 

４ 都道府県の教育委員会又は都道府県知事は、第一項の認可をしな

い処分をするときは、理由を付した書面をもつて申請者にその旨を

通知しなければならない。 

 

学校教育法施行規則 

第１５条 学校若しくは分校の廃止、高等学校（中等教育学校の後期

課程を含む。）の全日制の課程、定時制の課程、通信制の課程、学

科、専攻科若しくは別科の廃止、特別支援学校の幼稚部、小学部、

中学部、高等部若しくは高等部の学科、専攻科若しくは別科の廃止

、大学の学部、学部の学科、大学院、大学院の研究科若しくは研究

科の専攻の廃止、短期大学の学科の廃止又は高等専門学校の学科の

廃止についての認可の申請又は届出は、それぞれ認可申請書又は届

出書に、廃止の事由及び時期並びに幼児、児童、生徒又は学生（以

下「児童等」という。）の処置方法を記載した書類を添えてしなけ

ればならない。 
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第１８８条 第１５条の規定は、専修学校の廃止（高等課程、専門課

程又は一般課程の廃止を含む。）の認可の申請、専修学校の分校の

廃止の届出及び専修学校の学科の廃止に係る学則の変更の届出に

ついて準用する。 

 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律 

（教育委員会の職務権限） 

第２１条 教育委員会は、当該地方公共団体が処理する教育に関する

事務で、次に掲げるものを管理し、及び執行する。 

１ 教育委員会の所管に属する第３０条に規定する学校その他の教

育機関（以下「学校その他の教育機関」という。）の設置、管理及

び廃止に関すること。 
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